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1. はじめに

　著者等は一貫してFRP 連続繊維シート巻き付

けによるRC部材の付着割裂破壊抑止効果につい

ての検討を行っており，その成果として連続繊

維シート補強による付着割裂強度増大分の算定

式を提案するに至った1)。さらに，現実の柱・は

りはせん断力で評価すべきであり，強度（応力度

表記）では実設計には適応できないため，付着割

裂強度からRC部材の付着割裂破壊時のせん断力

を算定することが重要との認識から，付着割裂

強度から付着せん断耐力を算定する手法を提案

し，有用性の高いものであることを確認した2)。

その後，FRP 連続繊維にはシート形態だけでな

く，RC部材に貼付するという点で施工が容易な

プレート型に成型されたものもあるため，簡易

型付着試験を実施し文献[1]の提案式をプレート

型にも適応可能な形態に修正した3)。しかし，そ

の修正式の検証は，プレート補強比が1.25%に限

定された実験結果のみでの検証であったため，

不十分であった。また，補強比と同様に弾性係数

も修正式中の大きな要因であるため検証する必

要があると考えられる。

　そこで本研究では，簡易型付着試験法を用い，

プレートの種類，補強比を実験変数としたプ

レート型FRP連続繊維で補強されたRC部材の付

論文　FRP連続繊維で補強されたRC部材の付着割裂強度

松野　一成*1・角　徹三*2

　*1 呉工業高等専門学校　建築学科　助教授　博士（工学）　（正会員）

　*2 日本福祉大学　情報社会科学部　生活環境情報学科　教授　工学博士　（正会員）

着割裂強度上昇効果の検討を行なうとともに，

著者等の提案式のプレート型FRP 連続繊維補強

への適応可能性について検証を実験的に行なう

ことを目的とした。

2. 実験計画

　実験は2期に分けて行い，1シリーズはFRP連

続繊維の弾性係数に注目し，2シリーズは補強比

を実験変数にした実験とした。

2.1 試験体（共通部）

　表－１に試験体一覧を実験結果とあわせて示

し，図－１に試験体図代表例を示す。試験区間の

断面はすべて80mm×250mmとし，全長400mm，付

着長さ200mm，側面かぶり40mmとした。主筋に

は，付着割裂破壊に先行しての曲げ降伏を生じ

させないため，D19の高強度異形鉄筋を用いた。

図－２に載荷装置の概略を示す。試験鉄筋にセ

図－1　試験体図

要旨：近年，様々な種類あるいは形態のFRP連続繊維がRC構造物の耐震補強に用いられてお

り，設計法も確立されつつあるが，プレート型のFRP連続繊維で補強されたRC部材の付着性

能に関しては明らかにされていないため，24 体の簡易型試験体を用いた付着試験を行なっ

た。その結果，プレートを貼付することでシート補強と同等の強度増大が期待できることが

明らかとなった。また，付着ひびわれパターンを考慮した上，著者ら提案式を用いることで

プレートで補強されたRC部材の付着割裂強度を算定できることが明らかとなった。
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付着強度 平均値
プレート
増分

τfm τwf τbu

No.1 53.65 0.210 4.47
No.2 53.65 0.234 4.47
No.3 66.86 0.258 5.57
No.4 59.86 0.252 4.99
No.5 51.42 0.106 4.29
No.6 47.92 0.276 3.99
No.7 74.83 0.672 6.24
No.8 71.00 1.096 5.92
No.9 50.63 0.214 4.22

No.10 48.56 0.52 4.05
No.11 84.85 0.494 7.07
No.12 69.09 0.42 5.76
No.13 57.79 0.202 4.82
No.14 48.08 0.278 4.01
No.15 60.66 0.516 5.05
No.16 88.20 0.438 7.35
No.17 89.15 0.582 7.43
No.18 95.36 0.622 7.95
No.19 90.43 0.906 7.54
No.20 90.59 0.646 7.55
No.21 114.63 0.786 9.55
No.22 106.67 1.396 8.89
No.23 130.07 0.922 10.84
No.24 112.08 0.542 9.34
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ンターホールジャッキを装着し，直接載荷を

行った。載荷に際しての偏心圧縮応力による曲

げ引張破壊を防ぐため，D10の普通強度異形鉄筋

を配し曲げ補強を行った。試験体をスリットに

より付着領域（試験区間）と非付着領域に分け，

載荷による反力が試験区間に影響を与えないよ

う留意した。非付着領域には鋼管を配し，コンク

リートと鉄筋間の付着を完全に断ち切った。非

付着領域内でのコンクリートの破壊が先行する

のを防ぐため，φ6普通強度鉄筋によりスパイラ

ル補強を施した。非付着領域は載荷反力を負担

するため，断面を152mm×250mmに拡張した。ま

た，断面の寸法と試験筋の配置決定には，以下に

示す藤井・森田式
4)
に従えばサイドスプリット型

の付着割裂破壊が先行するよう留意されている。

　但し，b
i
=b
si
=b/(N･d

b
)-1.0，p

st
:横補強筋比，

b:部材幅，N:主筋本数，d
b
:主筋径，σ

B
：コンク

リート強度。また，FRP連続繊維プレート補強に

よる付着強度増分は以下の提案式3)で算出した。

 但し，pwf：連続繊維シート補強比，Ewf:連続繊

維シートの弾性率(N/mm2)，E0=2.30× 10
5N/mm2。

2.2 使用材料の性質

　(1)コンクリート

　連続繊維シートは現存のRC構造物を補修する

ために用いるので，コンクリート強度は現存の

建物に近い24N/mm2を目標とした。表－２にコン

クリートの調合を，表－３にコンクリートの力

学的性質を示す。骨材の最大粒径は20mmとした。

　(2)鉄筋

　試験鉄筋として，D19の高強度異形鉄筋（ネジ

式鉄筋）を，補強用にD10の普通強度異形鉄筋を

用いた。表－４に使用鉄筋の機械的性質を示す。

　(3)FRP 連続繊維

　プレート型FRP連続繊維には，ガラス繊維と炭

素繊維を使用した。表－５に機械的性質を示す。

表－１　試験体一覧および実験結果の概要

*1：G：ガラス繊維，C：炭素繊維　　*2：τu.exp：試験区間の平均付着応力度，τfm：藤井・森田式
4)による付着割裂強度，τwf：シー

トによる付着割裂強度増分1)，τbu：τfm ＋τwf

図－２　載荷装置

(4)

Center Hole Jack
Nut

Load Cell

(1)

(2)

(3)
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リーズともプレート補強は図－３e)に示すとお

り主筋を３方向から拘束する形態とした。

3. 実験結果

3.1 実験結果の概要

　表－１に実験結果の概要を示す。表中の付着

強度は実験時の最大引張力を試験区間200mm の

試験鉄筋の表面積で除した平均付着応力度で表

した。付着強度をみると，ガラス・炭素繊維の両

プレートともに付着に対しての補強効果が得ら

れる結果となったが，いずれの試験体も計算値

を大きく上回る付着強度が得られた。これは藤

井・森田式で与えられるプレート無しの段階で

強度差が生じていることに起因していると思わ

れる。

　プレートによる増大分について実験値と計算

値を比較すると，1シリーズでは鉛直かぶり40mm

のみ実験値が計算値を下回るが，かぶり厚さが

確保できれば補強効果も増大し，実験値と計算

値のある程度の一致がみられる。これに対し2シ

リーズにおいては，補強比の増大に伴い付着強

度も増大し，実験値が計算値を大幅に上回る安

全側の算定となった。特に補強比が大きくなる

につれてその差異は大きくなった。

　また，プレートの有無により破壊形態に大き

な差異が生じた。プレート無補強の試験体は，概

ね想定通りのサイドスプリット型の付着割裂破

壊を呈した。これに対しプレートで補強した試

験体は，若干の例外を除き主筋に沿って側面に

載荷端側から付着ひびわれが生じ，ひびわれが

プレートにより拘束されると拘束力の劣る方向

にひびわれが進行し破壊に至った。この場合の

拘束力の劣る箇所は側面のプレートと上部プ

2.3 実験変数

　１シリーズの実験変数は，ガラス繊維プレー

ト型のFRP連続繊維補強の有無（pwf=0,1.89%，補

強形態は図－３b)と同様であるが,プレート幅

は100mm である。）と鉛直かぶり（40,57,74mm）

とし，プレートの補強比は，図－３d)に示す断

面の面積比とし(5）式で算出した。

　但し，Awf:1 枚のプレートの断面積(cm
2)，Ac:

A-A’断面の断面積(cm2)。

　2シリーズのプレート補強は(4)式の成立過程

の実験で使用した炭素繊維とし，補強比の影響

を検証するために，補強比をpwf=0～1.875%の4

種類を変数とした（図－３a)～ c)参照）。両シ

W/C 

(%) 

セメント 

(kg/m3) 

水 

(kg/m3) 

細骨材 

(kg/m3) 

粗骨材 

(kg/m3) 

AE減水剤 

(kg/m3) 

54.0 378 204 870 785 0.945 

 

表－２　コンクリート調合表

表－３　コンクリートの力学的性質

表－５　FRP 連続繊維プレートの機械的性質

表－４　鉄筋の機械的性質

図－３　FRP連続繊維補強形態
　 a)pwf=0.625% 　   b)pwf=1.25%　　 c)pwf=1.875%　         d)A-A’断面　     e)断面図

Ac

Awf

c

wf
wf A

A
p ∑= (5)

 ガラス繊維プレート 炭素繊維プレート 

繊維目付  （gr/m2） 1,732 1,200 

設計厚さ   (mm) 1.51 1.0 

引張強度   (N/mm2) 442 2400 

引張弾性率 (N/mm2) 0.60×105 1.56×105 

 

種類 
最大強度 

 (N/mm2) 

降伏強度  

(N/mm2) 

弾性係数 

(N/mm2) 

Ｄ１９(主筋) 840 720 2.00×105 

Ｄ１０（補強筋） 525 368 1.79×105 

 

１シリーズ ２シリーズ 

 圧縮強度 

(N/mm2) 

弾性係数 

(N/mm2) 

圧縮強度 

(N/mm2) 

弾性係数 

(N/mm2) 

1 29.07 2.03×104 29.11 2.59×104 

2 30.93 1.87×104 29.70 2.48×104 

3 30.60 1.95×104 29.36 2.70×104 

Ave. 30.20 1.95×104 29.39 2.59×104 

 

50 50 50 50 50 50 5025 25

A A'

75 50 75
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にみられたのはNo.11，No.12であり，No.11の

履歴曲線を示している図－７をみると，比較の

ために加えた炭素繊維シートで補強された試験

体（pwf=0.42%，プレートとシートの幅は同等）の

最大耐力以降の履歴曲線と比較しても遜色はな

く，変形性能・靭性能の面でシート巻込み補強と

同等の補強効果が得られた。これらのことから，

かぶり厚さを十分にとり，プレートの接着面積

を確保した上で補強比を増大させれば，コンク

リート面にプレートを貼付するだけの補強にお

いて，RC構造物にせん断力の増大に伴っての付

着割裂破壊による脆性的な破壊を生じさせない

という観点から，変形能力を確保する靭性能の

面でも耐震補強効果が期待できるといえる。

レートの境界であった。プレート補強した試験

体の代表的な破壊例を写真－１，２に示す。これ

らと異なる破壊形態を示したのが写真－３，４

に示すNo.11とNo.12のガラス繊維で補強された

かぶり厚さ74mmの試験体であった。引抜力の増

大に伴い主筋に沿った付着ひびわれが発生する

までは他の試験体と同様の傾向を示したが，そ

の付着ひびわれが進行することはなく，コンク

リートと主筋のふしとの境界での破壊により主

筋が抜出し，かぶり部コンクリートが割裂する

ことなく最終破壊に至った。

3.2 付着応力度－主筋すべり量関係

　図－５～７に無次元化した試験区間の平均付

着応力度と主筋すべり量関係を示す。シリーズ

間でコンクリート強度が異なるため，両者の直

接比較を行なうために付着応力度をコンクリー

ト強度の平方根で除し，無次元化を行なった。

　図－５，６は各シリーズの代表的な履歴曲線

を示したものであり，ガラス・炭素繊維プレート

補強の有無で比較すると，両シリーズともプ

レート補強により，強度面での補強効果は顕著

に現れている。それに加え，付着強度に達するま

でのすべり量も増大し，変形能力も格段に向上

していることがわかる。図－６においてNo.20，

No.22の履歴曲線をみると，無補強あるいは補強

比の小さい試験体にみられた付着強度に達した

直後の急激な耐力低下が，ある程度のすべり量

まで付着強度に近い応力度を維持したまますべ

りのみ進行していく傾向がみられる。このこと

から強度面のみでなく，靭性能の面でも補強効

果が得られたと思われる。この傾向がより顕著

写真－１　破壊

状況断面（No.23）

写真－２　破壊状況

上面（No.23）

図－５　付着応力度－
すべり関係（1シリーズ）
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図－６　付着応力度－
すべり関係（2シリーズ）

0 1 2 3 4 5

No.3
No.8
No.11
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付
着
応
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／
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σ
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40mm
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74mm

図－７　付着応力度－すべり関係
（かぶり厚さによる比較）

写真－３　破壊

状況断面（No.11）

写真－４　破壊状況

上面（No.11）
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3.3 付着応力度－

プレートひずみ関係

　図－８，９に付着応力度とプ

レートひずみの関係を示す。

No.23 はすべての試験体の中で

最大の付着強度を示したもので，

試験区間を幅50mmの炭素繊維プ

レートを片側 3 枚で補強されて

おり，実験結果は載荷端側，中

央，自由端側の一対の平均値を

示している。No.11は実験結果の

概要で述べたかぶり部が割裂し

なかったもので，幅100mm のガ

ラス繊維プレート一対で補強さ

れた試験体であるため，実験結

果は1本で表されている。これら

をみると付着機構を保持するた

めに，プレートが機能している

ことがわかる。

　図－８をみると，載荷端側のプレートのひず

みがはじめに上昇し，その後中央，自由端側のプ

レートの順でひずみが上昇している。これは3.1

節で述べたように，載荷端側から発生した付着

ひびわれが，徐々に自由端側へ進行していく様

相を捉えたといってよいと思われる。ただし，ひ

ずみは最大でも約900μ程度，応力では140N/mm2

程度で，プレートの性能を十分に発揮している

とはいいがたい結果であった。また，付着強度以

降の曲線の表示がわずかであるのは，脆性的な

破壊により実験が終了したためである。これに

対しNo.23 は主筋が抜出して最終破壊に至った

ため，付着強度以降ある程度の強度を維持でき

た様相が図－９からみてとれ，主筋が抜出して

いく間もプレートがひびわれを拘束しているこ

とが明らかである。最大ひずみは2300μ程度で

あり，応力は炭素繊維プレートとほぼ同じ140N/

mm2程度であった。このことからプレートが付着

機構の保持に寄与できる応力は140N/mm2 前後で

はないかと思われる。

4.FRP連続繊維補強に対応した

RC部材の付着割裂強度算定

　図－１０，１１にプレートによる付着強度の

増分の実験値と計算値の比較をシリーズごとに

示す。図－１１には比較のために文献[3]の実験

結果も加えている。

　図－１０をみると，かぶり厚さ40mmで実験値

が計算値を若干下回るが，かぶり厚を十分にと

り，割裂するかぶり部コンクリートにプレート

の接着面積が確保でき補強効果が発揮された場

合であれば，本実験に関して(4)式でプレートに

よる付着強度の増分を評価することは十分可能

と考えられる。これによりFRP補強材の弾性係数

が変化しても，（4）式の適応可能性は高いものと

と判断できる。

　図－１１をみると，実験値が計算値を大きく

上回ってはいるが，プレート補強比の増大にと

もない付着強度増分の増大も計算値と類似して

増大しており，その様相は捉えていると判断で

きる。また，文献[3]の実験結果も加えて判断す

ると，信頼性が十分であるとはいえないが，プ

図－９　付着応力度－

プレートひずみ関係

図－８　付着応力度－

プレートひずみ関係

図－１０　プレートによる

付着強度増分（1シリーズ）
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図－１１　プレートによる

付着強度増分（2シリーズ）
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レートの弾性係数あるいは補強比が変化しても，

強度増分の下限値を推定するという点で(4)式は

適応可能であると思われる。

　付着強度算定には付着ひびわれパターンが大

きく関係している。藤井・森田式4)の場合ひびわ

れパターンを係数biで評価しており，本研究で

対象としているサイドスプリット型の場合は(6)

式で表される。

　但し，b:部材幅，N:主筋本数，d
b
:主筋径。こ

の場合の部材幅を付着ひびわれの全長（b’）と考

えると図－１２に示すように，プレート補強さ

れた場合の付着ひびわれ全長は(7)式となる。

　但し，Cs：側面かぶり，Cb：鉛直かぶり（両者

とも鉄筋の縁からコンクリート表面までをかぶ

り厚とする）。簡略化のため，Cs=Cbと置き整理し，

これを(6)式の付着ひびわれ全長であるbと置き

換えると，付着ひびわれパターン係数biは(8)式

で表すことができる。

　(8)式を用いることでひびわれパターンの変化

に対応できると考えられる。しかし本研究で用

いた試験体のように80mmと部材幅の小さいもの

では，biの値が(6)式では3.21（試験鉄筋は19mm

ではあるが側面かぶり30mm で算出），(8)式では

4.51となり，数値に40％程度の差が生じ影響は

大きいが，部材幅が大きくなる実部材のひびわ

れ全長に与える影響は小さいと思われる。部材

幅400mm，4-D25，側面かぶり30mmのものを例に

とると，biの値が(6)式では3.00，(8)式では3.21

となり差はわずか8%である。また，(8)式の方が

bi係数を大きく与えることとなり(6)式での算定

が付着割裂強度の算定において安全側であるこ

とを考慮すると，算定の簡略化のために(6)式を

用いることがプレート補強されたRC部材の付着

強度の算出には望ましいと考えられる。

図－１２　付着ひびわれパターン

b bdb

CbCbCb

CsCs

a)サイドスプリット　b)プレート補強した場合

5.まとめ

　本実験により得られた知見を以下に示す。

１）十分な鉛直かぶりが確保できれば強度面だ

けでなく，変形性能を向上させる靭性能の面で

も耐震補強に対する効果が期待できる。

２）プレートの弾性係数，補強比が変化しても，

増大する付着強度増分の下限値を推定する上で，

提案式は適応可能と思われる。

３）プレートで補強することで付着ひびわれパ

ターンが変化するが，強度算定に関しては考慮

しない方が望ましいと考えられる。
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